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島嶼地域における観光特性と人口・産業特性の関係に関する一考察
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,．研究の背景・意義・目的
近年，観光はすでに多くの自治体において取り上げら
れている事象である。自治体によって観光を取り上げ
る目的は違うが，地域産業の活発化や人口流出抑制の
手段としての観光は主に地方都市や人口減少に悩む自
治体で導入されている。それは島嶼地域においても当
てはまることである。日本は本州などを抜いた有人の
島嶼が 300 近く存在する（日本離島センターHP）。そ
の多くの島嶼地域において，観光は高齢化や若年層の
流出抑制の手段として注目されている（宮内 2009）。
島嶼地域では狭小な面積と環海という環境をいかした
観光が特徴として挙げられる。例えば，沖縄県の座間
味村ではスキューバダイビングを中心としたマリンス
ポーツによる観光が盛んである。宮内(1996)によれば，
座間味村は観光により，人口の交流が盛んになり，定
住する若年層が増えたとされている。同研究では人口
増加の要因の一つには，ダイビングのインストラクタ
ーや民宿で配膳などをしている季節労働者の女性と地
元の男性が結婚をすることが上げられており，結婚後
も定住をしている世帯がいくつか存在していることを
聞き取り調査によって明らかにしている。
座間味村のように観光で訪れた人と地元の人々の交
流から定住人口が増えるケースがある一方，農業や漁
業といった地場産業に観光を組み合わせることで交流
人口を増やそうとする観光も島嶼地域には存在する。
例えば，伊平屋島では漁業と観光を組み合わせたマリ
ンツーリズムに力を入れている（福薗 2002）。伊平屋
島では早くから漁業関係者自らが観光に注目している。
背景としては漁獲量の減少や漁師の高齢化による将来
の不安が上げられる。当初は観光客との接し方に戸惑
う漁師もいたが，観光客にどうしたら魅力を伝えられ
るだろうということを漁師自身が考えるようになり，
徐々に浸透していったことが論述されている。一方で，
本業の漁業と観光の両立が難しいという課題もあり，
経済的な面での課題があるとされている。
上記のように，地場産業と観光を組み合わせる島嶼
地域の事例は少なからず存在する。また，学問的にも
研究のテーマとしてよく取り上げられている。しかし，
それら研究の多くは個別の事例を取り上げたものが多
く，全国の島嶼地域を対象にした研究は少ない。その
中で観光という視点ではないが，須山（2003）は人口
および産業という視点で，全国の島嶼地域を対象にし
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た研究を行っている。同研究では離島振興法に指定さ
れている全国の島嶼地域を対象に離島統計年報と国勢
調査における人口および従業者の 16 変数を用いて因
子分析を行い，島嶼地域の人口と産業に関する特性を
明らかにした。さらに，同研究では因子分析で得られ
た因子得点からクラスター分析を行い，島嶼地域を人
口・産業構造の面から分類を行っている。しかし，須
山(2003)の研究では人口・産業面から島嶼地域の特性
を論じているが，観光面でのデータを用いて分析は行
われていない。
そこで本研究では島嶼地域を対象に人口・産業面と
観光面における，それぞれの特性を分析し，二つの関
連性を探ることを目的とする。地域振興の手段として
観光を取り入れている島嶼地域が多いという観点から，
本研究は今後の島嶼研究の蓄積として，また島嶼地域
の観光を議論する上で有意義になるのではないかと考
えている。
Ⅱ．研究資料と方法
本研究の分析では 2010年度の『離島統計年報』を用
いる。『離島統計年報』は離島振興法で指定されている
265 島を対象に集計された統計資料である。本研究で
は人口及び産業構造から島嶼地域の特性を分析するた
め，『離島統計年報』の中から「産業分類別就業者数」
と「年齢別人口」を分析資料として使用する。『離島統
計年報』に記載されている上記の資料は平成 17 年度
（2005 年）の国勢調査を基に編集されたものである。
なお，産業分類別就業者数は日本標準産業分類の大分
類を基に集計されたものである。また，年齢別人口は
国勢調査と同様，0歳から 85歳以上が 5歳階級で集計
されている。
一方，同じく『離島統計年報』には観光に関するデ
ータが掲載されている。本研究では 2010年版の「観光
客数・宿泊能力・自然公園」の項目を使用する。この
項目には季節ごとの観光客数，宿泊施設の数，年間の
宿泊客数，自然公園の面積が記されている。観光客数
に関しては基本的に船舶，航空機などの交通機関の利
用者を集計したものである。宿泊のキャパシティーは
最盛期のものが表されている。また，宿泊者数は島に
泊まった人の延べ人数である。自然公園に関しては自
然公園法において指定されている面積である。
本研究では国勢調査を基にした資料を人口・産業に
関するデータ，観光統計を基にした資料を観光に関す
るデータとして取り扱う。分析方法はまず，二つの項
目を二郡に分けて因子分析を行う。対象地域は離島振
興法で指定されている 265島である。人口・産業に関
する属性は就業者人口と年齢構成に関する 21 項目で
ある。一方，観光に関する属性は季節ごとの観光客数，
宿泊施設に関する収容力，自然公園 12 項目となる。次
に各郡で地理行列を構成する。人口に関しては 265行
21 列，観光に関しては 265 行 12 列の地理行列が形成
される。また，それぞれの資料は因子分析を行う前に，
人口及び観光に関するデータを平均が 0，分散 1 にな
るように各数値の標準化を行う。因子分析の手法とし
ては既往研究（西原他 1985，須山 2003）と同じく主因
子分析法を用いる。
さらに，人口・産業および観光で得られた因子の解
釈を施した後，因子分析で得られた因子得点を用いて
正準相関分析を行う。正準相関分析では人口・産業特
性と観光特性の 2郡の間における対応関係を分析して
いく。正準相関分析は 2郡の構成データを分析すると
きに利用されている分析手法である。正準相関分析を
扱った既往研究には東北地方における水田の転作率と
農業構造の対応関係を分析した研究で利用されている
（大竹他 1998）が手法面で参考にしたい。本研究では
人口・産業の特性と観光の特性の間における対応関係
を考察するために正準相関分析用いる。なお，統計解
析には社会システム分析ソフトウェアの College 
Analysis Ver5.1 を使用した。
表 1 変数表
Ⅲ．結果
因子分析の結果
観光統計に関する因子分析では固有値 1.0 以上，因
子負荷量が絶対値 0.4 以上を基準にして 3 つの因子が
得られた（表 2）。累積寄与率は第三因子まで 86.5％と
なった。
第一因子は寄与率 32.4％で，季節ごとの観光客に関
する項目ですべての因子負荷量が絶対値 0.9 以上と高
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い値を示している。このことから第一因子を観光客因
子と解釈する。
第二因子は寄与率 28.1％で，ホテルの軒数と収容人
数に関する因子負荷量と宿泊客数の因子負荷量の高い
値を示している。また，国定公園と県立公園の因子負
荷量も 0.8 以上と高い値を示している。第二因子では
国定公園や県立公園のような自然公園とホテルなどの
宿泊施設が因子に影響を与えているという結果となっ
た。国定公園は国立公園に順ずる自然を都道府県が管
理を行っている（自然公園法）。一方，県立公園は各県
を代表する自然として都道府県が認定する公園のこと
である（環境省）。例えば，国定公園の面積が大きい壱
岐島は第二因子の値が高かったが，国立公園に順ずる
自然を有する島であると同時に，島嶼地域の中では人
口も多く，産業も多様な島である。また，壱岐島は宿
泊施設や経済状況に関しても島嶼地域の中では比較的
都市的な島であるといえる。そのことから第二因子を
大・中規模宿泊施設の因子として解釈した。
第三因子は民宿の軒数と収容人数および宿泊客に関
する因子負荷量が高い値を示している。また，国立公
園の因子負荷量に関しても高い値を示している。第三
因子では国立公園のような自然公園と民宿といった宿
泊施設が因子に影響しているという結果となった。国
立公園は国を代表する固有の自然を管理するための自
然公園である（環境省）。国立公園に指定されると大規
模な建物が立地しにくくなることが考えられる。佐山
（2002）によれば，天然資源となる硫黄を有する硫黄
島では硫黄採掘が難しくなるという理由で国立公園へ
の編入を断念したという歴史がある。一方で，屋久島
では国有林による林業が盛んであったが，林業自体が
不況であったため，経済状況としては国への依存度が
高かった。そのため屋久島は国立公園になることで，
観光による経済的自立を試みた（佐山 2002）。しかし，
屋久島は起伏の激しい地形であり，最高点が 1935メー
トルと九州では一番高い山地といった地形的な特徴が
ある（菊池 1984）。地形的な点で大規模な施設を建て
るには不適当な環境であったことが伺える。実際，宿
泊施設に関しても大型のホテルではなく，民宿のよう
な小規模な宿泊施設が多く立地している（金高他
2011）。以上のことから，第三因子を小規模宿泊施設の
因子と解釈した。
一方，国勢調査を基にした人口・産業に関する因子
分析の結果では固有値 1.0以上，因子負荷量 0.4以上を
基準にして 2つの因子が得られた（表 3）。累積寄与率
は 90.5％となった。
表 2 観光に関する因子分析の結果
*小数点第 2位までを表示
第一因子は林業と漁業以外の項目で因子負荷量が高
い値を示している。因子負荷量は農業が特に高い値
（0.95）を示している。また，製造業やサービス業と
言ったほかの産業の値においても 0.7 以上の高い値を
示している。一方，第二因子は農業，鉱業，製造業，
電気・ガス熱供給の因子負荷量以外の因子負荷量が高
い値を示している。因子負荷量は漁業(0.83)，林業
（0.66）が高い値を示している。
これら二つの因子の結果から，第一因子は陸的産業
因子，第二因子は島的産業因子とそれぞれ解釈した。
第一因子に関しては農業，製造業，建築業，小売業や
サービス業など陸上で行う産業の因子負荷量が高いこ
とが因子名の理由である。第二因子に関しては，戦後
まで多くの島嶼地域で中心産業となっていた漁業や林
業といった産業の因子負荷量が高いことが因子名の理
由である。
正準相関分析の結果
次に因子分析で得られた因子得点を人口に関する第
一変数群と観光に関する第 2変数群に分けて，正準相
関分析を行った（表 4）。正準相関分析は複数の変数群
の相互関連性を探索したいときに用いられる。正準相
関分析の詳しい説明は末尾の参考文献に委ねるが，簡
単な概要としては群間の相関を示す正準相関係数を出
すことで，複数で形成された被説明変数と説明変数の
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表 3 人口・産業に関する因子分析の結果
*小数点第 2位までを表示
関係を探るという分析である。単数の被説明変数であ
る回帰分析の拡張版とみなすこともできる（村山
2013）。
第一正準相関係数は 0.89と高い値を示した。正準変
量 1は観光に関する群では大・中規模宿泊施設の因子
（0.89）に対して正の高い相関を示している。一方，
人口・産業に関するデータの群では陸的産業因子(0.95)
に対して高い相関を示している。この二つの対応関係
からホテルのような比較的規模の大きな宿泊施設が立
地する島では農業やサービス業といった陸上で行われ
る産業が立地し易いことが伺える。以上のことから正
準変量 1では二つの対応関係は補完しあう関係にある
と言える。
第二正準相関係数は 0.43を有する。正準変量 2は観
光に関する群では大・中規模の宿泊施設の因子は(－
0.44)で，小規模宿泊施設の因子(－0.91)と二つの因子に
対して負の高い相関を示している。一方，人口・産業
に関するデータの群では，島的産業因子(0.93)との間で
高い相関を示している。この二群に関しては 2通りの
解釈が可能である。一つは民宿のような小規模で家庭
的な宿泊施設が立地しやすい島は漁業従業者や林業従
業者の産業面での役割が減少している。つまり，産業
が漁業や林業から宿泊業など観光に関連した産業に移
行している状況が推測できる。他方，宿泊施設が少な
い島では漁業や林業が島の中心産業であり，観光的な
施設が少ないという島である。つまり，宿泊を伴うよ
うな観光は盛んではなく，漁業などの他の産業に従事
する人間が多い島と言うことが考えられる。以上のこ
とから正準変量 2では二つの間の対応関係は打ち消し
あうような関係となっている。
一方，観光客因子については人口に関する因子との
間における対応関係は見られなかった。
表 4 正準相関分析の結果
*小数点第 2位までを表示
*x2 乗の有意水準は 1％
Ⅳ．考察
因子分析について
観光に関するデータの因子分析の結果について考察
してみる。第一因子の因子負荷量はすべて負の値を示
している。因子得点の値を見てみると鹿児島県の屋久
島（-1.32）や瀬戸内海に位置する直島（-2.18），与島
（-15.6）など観光地として有名な島やアクセスする上
で，往来し易い島の絶対値が高い。そこから第一因子
は交通面における優位性や観光資源の保有量が因子に
影響していると考えられる。そのため第一因子の因子
得点の絶対値が高い島は頻繁に人々の往来し，観光地
として人気のある島であると言うことが考えられる。
第二因子の因子負荷量はすべて正の値を示している。
因子得点を見てみると佐渡島（14.9），壱岐島（1.11），
対馬（3.13）といった島の中でも人口や多様な産業を
有する島が高い。第二因子の因子に影響している要因
としては経済規模が考えられる。そこから因子得点の
絶対値が高い島は漁業や農業のような一次産業だけで
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はなく，島嶼地域の中では基盤産業が都会的な産業を
有する島であることが考えられる。そのような島に訪
れる人は観光ではなく，島にある企業や団体との仕事
が目的で訪れることが考えられ，宿泊施設もホテルの
ような大・中規模で都市的な宿泊施設が立地しやすい
傾向にあることが考えられる。
第三因子の因子負荷量は負の値を示している。因子
得点を見てみると礼文島（-2.60），利尻島(-1.40)，伊豆
大島（-4.82）や八丈島(-4.93)などの伊豆諸島といった
自然名所で有名な島々が高い値を示している。因子に
影響している要因としては地形やそれぞれの島の独自
の植物などが考えられる。そのため因子得点の絶対値
が高い島は特徴的な自然を持った島であることが伺え
る。そのような島では自分たちの持っている観光資源
を活かした観光を行うことを目指しており，ホテルの
ような大規模な宿泊施設ではなく，民宿のような家庭
的なものが立地しやすい傾向にあることが考えられる。
次に人口に関するデータについての因子分析の結果
を見てみる。第一因子の因子負荷量は正の値を示して
いる。因子得点を見ると佐渡島(14.19)，島後(2.17)，大
崎上島(2.99)，種子島(2.59)など島の面積が大きい島々
の値の絶対値が高い。面積が大きい島は平地面積が比
例して大きくなると考えられる。平地面積が大きけれ
ば，産業的にも農業やサービス業といった陸で生産を
行う産業が立地し易い環境にあることが考えられる。
例えば，佐渡島の国仲平野は米どころとして知られて
いる（佐渡島観光協会 HP）が，島嶼地域としては農
業に適した平地面積を有している島だと言える。そこ
から第一因子は農業に適した平地面積が因子に影響し
ていると思われる。
第二因子の因子負荷量は正の値を示している。因子
得点は対馬島(12.94)，中通島(4.91)，福江島(4.42)とい
った長崎県などの西の島々で高い値を示している。対
馬や福江島を有する五島列島は海上交易の拠点と栄え
た歴史がある。そのため航海における技術にも明るく，
過去には捕鯨などの漁業も盛んに行われていた。その
ため第二因子は上記のような海上交通の要所として栄
えたという歴史的な背景が因子に影響していることが
考えられる。
正準相関分析について
続いて正準相関分析の結果について考察する。正準
変量 1の結果から農業など陸で行われる産業が中心の
島はホテル・旅館のような都市的で比較的規模の大き
な宿泊施設が充実していることが推察される。要因と
しては 1953年に島嶼部の開発を目的とした「離島振興
法」の影響が考えられる。離島振興法は当初，主に農
業・漁業などの一次産業の振興を目的にした国土政策
であった。施行当初は港などのインフラストラクチャ
ーの整備を中心に行われた。その影響で島嶼地域では
交通面における開発が進んだが，同時に島の外部から
流入してきた資本や本土の影響を受けた新たな産業が
島へ流入しやすい環境になったことが考えられる。特
に，地形的に平地が多い島では都市的な建物の建設が
し易かったことが推察される。前述の佐渡島のように
平地の多い島は農業など陸上の産業が活発であること
は因子分析における考察でも行っている。そのため農
業等の産業が盛んな島では平地面積が大きく，ホテル
などの比較的規模が大きく，施設としては都市的な特
徴をもつ宿泊施設が建設されやすい環境にあったこと
が結果に反映していると推察する。
また，正準変量 1の係数間には正の対応関係にある。
農業をはじめとした一次産業は衰退傾向にある一方，
体験型の農園や宿泊施設などで提供される料理に地元
の特産品を取り入れるなど農業と観光を組み合わせた
体験型のアトラクションが近年盛んである。島嶼地域
に置いても農業と観光を組み合わせる試みは広く行わ
れている。このことが陸的産業因子と大・中規模宿泊
施設の因子の間で正の高い対応関係を生んだ原因だと
考えられる。
正準変量 2 の結果から漁業活動のような島的な産業
が盛んな島では民宿のような比較的設備が簡易な宿泊
業が立地しやすいということが考えられる。産業的な
特徴として，漁業は農業等とは違い，島内の土地を利
用する産業ではなく，海上で行われる産業である。漁
業が産業の中心にある島は農業などの陸上で行われる
産業が中心の島に比べると土地利用の面で開発されに
くい土地だということが考えられる。言い換えれば，
漁業産業が中心の島では陸上で行われる産業が中心の
島に比べると大規模な建物が立ちにくい環境にあるこ
とが考えられる。また，人口特性に関する因子分析で
は漁業就業者数だけではなく林業就業者数の値も高か
った。林業は地形的にも開発がされにくい山間部で行
われる産業である。例えば，屋久島のように林業が盛
んである島は山岳地形であることが多い。そのことか
ら林業が産業の中心にある島も開発がされにくい環境
であることが推測される。宿泊施設に関しても同様に
民宿のような比較的小規模で，施設の形態としては自
分たちの家の一部などを提供する宿泊施設が立地しや
すい環境であることが考えられる。そのため島的産業
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因子と小規模宿泊施設の因子との対応関係が強いとい
う結果となったことが考えられる。
また，正準変量 2 の係数間では負の対応関係にある
ことから，近年の漁業が衰退しているなかで，新たな
産業として観光に期待していることが結果に影響して
いると考えられる。漁業・林業が衰退する中で，島で
は観光客に対して限られた土地資源から宿泊施設を提
供しなければならない。そのため，民宿のような小規
模で営業許可を得易い家庭的な施設が立地し易くなる。
このことが島的産業因子と小規模宿泊施設の因子の負
の高いと対応関係を生んだ原因だと考えられる。
 他方，正準変量 2の結果は負の対応関係にあること
から，もう一つの状況が考えられる。それは漁業が現
在でも盛んに行われている島においては少なくとも宿
泊施設が充実していないと言うことである。つまり，
漁業は農業と違い，産業として観光と組み合わせるこ
とに対して消極的であるということが考えられる。伊
平屋島では漁業関係者が主体的に観光を取り入れてい
るといるが，漁師の中には人付き合いが苦手でたびた
び問題が起きていたことが報告されている（福薗
2002）。さらに本業の漁業以上の経済的な収益が生まれ
ないと言った点が課題であり，本業を優先する漁師が
観光事業に参加しなくなることも報告されている。伊
平屋島の事例からも，農業のような陸地での産業以上
に漁業と観光を組み合わせることの難しさが推察され
る。
議論
 次に島嶼地域の産業や観光に関する個別事例の先行
研究との比較を試みたい。まず，島的産業因子と民宿
を中心とした小規模宿泊施設の因子の解釈については
新島の事例と共通している。落合他（1982）では新島
における観光産業の発展を取り上げて，島内の主要産
業が一次産業から民宿を中心とした観光業へ変化した
過程について論じている。同研究によれば新島が属し
ている伊豆諸島は 1964 年に富士箱根伊豆国立公園へ
と編入されている。新島の主要産業は漁業と農業とさ
れていたが，1970年代までに就業者の数は衰退傾向が
示されていた。また，新島の産業的な特徴は他の伊豆
諸島と比べても漁業就業者が多かったことである。一
方，新島の農業は狭小な面積で，砂質土壌といった環
境から畑作中心の小規模なものであった。しかし，一
次産業衰退と離島ブームが重なり，島内の産業は観光
関連の産業へ移行していった。さらに，同研究では新
島の観光業の中でも，特に民宿について分析が行われ
ている。離島ブーム以前の新島の宿泊施設は行商に提
供するような宿泊施設が数軒存在するだけであったが，
来島者増加によって既存の施設だけでは不足になって
しまい，一般民家を宿泊施設として利用するようにな
った。これが新島の民宿の原型になったとされている。
また，民宿増加の影響で，新島では狭小な面積で生産
性の無かった農業が民宿への供給を行うため，畑作を
中心に行われるようになった。
新島の事例は本研究で行った島的産業因子と小規模
宿泊施設の因子間で見られた結果と共通している。つ
まり，面積が狭小な島では農業より，漁業が中心産業
であること。また，民宿のような小規模な宿泊施設が
立地することである。さらに漁業が衰退する一方で，
観光業が増加するという点も新島の事例と本研究の正
準相関分析の結果と共通するところがある。一方で正
準相関分析の結果では農業と宿泊業の間で正の対応関
係が見られた。この結果を受け本研究では地元で取れ
た特産品を宿泊客に提供するといった農業と観光を組
み合わせた産業形態が分析結果に影響していると考察
した。新島の事例でも，小規模ではあるが民宿を中心
とした観光業の増加によって，民宿への供給を目的と
した畑作が増加するといった関係が見られた。少々年
代的には古い事例研究ではあるが，本研究の考察と共
通した事例だと言える。
さらに，他の事例においても本研究の結果と共通し
ている部分がある。菊池（1984）では種子島と屋久島
の農業の産業構造における発展過程の違いを比較して
いる。同研究によれば，種子島は比較的平地で，農業
に適した地形をもつ島として論じられている。作物と
しては，高度経済成長期に国土政策の一環で行われた
サトウキビの栽培及び加工が盛んであった。サトウキ
ビの加工工場は本土資本の大規模な工場であったが，
工場ができたことで種子島は隣の屋久島に比べて製造
業を含む 2次産業が成長した。また，同研究では工場
の影響により，加工に必要なサトウキビの栽培が盛ん
になったことで，種子島は農業の衰退を回避できたと
されている。一方，屋久島は地形的には山岳地帯であ
り，農業に適した耕地面積が少ない島と論じられてい
る。また，外部からの資本の流入も見られなかった。
そのため，屋久島は種子島のように農業衰退や他産業
の成長がみられなかったとされている。
また，金高・カロリン(2010)では屋久島の観光業の
空間的特徴について論じられている。同研究によれば，
屋久島はもともと林業が盛んであったが，90年代ごろ
から主要産業が観光業に変化したとされている。さら
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に，同研究では屋久島の宿泊施設の特徴として小規模
で安価な施設が多いことがあげられている。
2 つの研究をまとめると次のようになる。農業に適
した平坦な地形で，加工工場などの製造業が立地する
種子島は，山岳地帯の屋久島に比べて，本土の資本が
流入し易いということである。一方，地形的に農業を
するには不利な屋久島は小規模な宿泊施設が立地して
いることである。
上記の研究と本研究で行った因子分析と正準相関分
析の結果は共通している部分がある。つまり，農業が
盛んな島では比較的大規模で都市的な産業が立地する
傾向にあることである。反対に農業には不利な地形の
島では都市的な産業が流入しにくい環境で，小規模な
宿泊施設が立地することである。これらの産業の立地
条件は本研究で行った大・中規模宿泊施設因子と陸的
産業因子の対応関係，および小規模宿泊施設因子と島
的産業因子の対応関係といった正準相関分析の結果と
共通しているといえる。
 以上，本研究の結果を踏まえて先行研究との比較を
行った。上記にあげた研究はあくまで一部の事例であ
るが，おおよそ本研究の結果と同様のことが論じられ
ている。ただし，新島や屋久島の事例のように島嶼地
域の小規模な宿泊施設に関して論じた研究は存在する
が，大きな宿泊施設の立地特性に関して論じた研究は
まだ少ない。すでにホテルの立地に関する研究はいく
つか存在するが（例えば松村 1996，鶴田 2000 など），
島嶼地域においても今後，観光について議論する上で
必要になってくるテーマだと思われる。
Ⅴ．まとめ
本研究では国勢調査を基にした島嶼地域の人口デー
タと島嶼地域における観光に関する統計データからそ
れぞれの特性に関する分析を行った。観光に関するデ
ータでは，ホテルや旅館といった大規模な宿泊施設の
ある島嶼地域と，民宿のような小規模で家庭的な宿泊
施設のある島嶼地域といった二つの特性が認められた。
また，人口・産業に関するデータでは，農業など陸上
で行う産業を中心とした島嶼地域と，漁業や林業を中
心とした島嶼地域の二つの特性が認められた。さらに
正準相関分析の結果から，農業など陸上で行われる産
業が中心の島ではホテルや旅館といった比較的大規模
な宿泊施設が立地しているということが明らかになっ
た。また，漁業などの産業が中心にある島では民宿の
ような家庭的な雰囲気の宿泊施設が立地しているとい
うことがわかった。
正準相関分析では宿泊施設に関する因子とそれぞれ
の島における人口・産業に関する因子の間で対応関係
が見られた。しかし，観光客数に関する因子に関して
は人口・産業に関するデータとの対応関係が見られな
かった。つまり，観光客数の特性は人口・産業の特性
ではなく，違う変数と対応関係にあることが考えられ
る。現時点では観光客数と対応関係にある変数として
考えられるのは交通面に関する変数と観光資源に関す
る変数ではないかと推測している。例えば，交通面の
変数には本土からの時間的距離，交通手段の数や運効
率などが考えられる。一方，観光資源に関する変数と
しては，それぞれの島における観光資源の保有量も観
光客数と対応するのではないかと考えられる。しかし，
観光資源を測る尺度としては，保有量だけではなく各
資源のもつ魅力など質的な側面も加味することが必要
であり，その点も踏まえて今後の課題としていきたい。
一方，研究に関する課題として，本研究は全国の島
の特性をあくまで数字上での傾向から特性を論じたも
のである。そのためそれぞれの島における地域的な個
性を無視した分析だと言うことは否めない。考察の部
分であげた個々の島についても一部の島をとりあげて
考察をしたに過ぎず，それ以外の島に関する議論に欠
けている。また，地形や歴史などの風土に関する考察
を行ったが，一般的な事例を取り上げただけであり，
地誌などに記述されているような詳しいデータを基に
した議論はされていない。そのため，因子得点の高い
一部の島だけではなく，それ以外の島についても考察
の範囲に入れる必要がある。また，数値上の結果だけ
ではなく，どうしてその数値が得られたのかを考察す
るために，それぞれの島における観光に関連した細か
な事例や取り組みについて具体的に調査することも今
後の課題としてあげておきたい。
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